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〈要旨〉 

 

 

 本研究では、生涯キャリア支援の前提となる成人のキャリア発達に関して、いくつかの

論点整理と予備的な分析を行った。まず、生涯キャリア支援が必要となる背景について整

理し、その基盤となる理論研究として成人キャリア発達に関する先行研究の文献調査を行

い、成人キャリア発達とキャリアガイダンスに関する論点として「段階モデルとサイクル

モデル」「キャリアの危機と多様性」「主観的キャリアと客観的キャリア」の３つを抽出

した。次に、キャリアガイダンスにおける質的アセスメント手法の１つである「ライフラ

イン法」に関する予備的な分析を行った。その結果、回答者が自らのキャリアの浮き沈み

について描いた線は極めて多様であり、各人にとってキャリアの描像は様々な形で描かれ

ていることが示された。ただし、概して言えば、回答者が描いた線は、本人の学歴、転

職・失業経験、収入などと関連がみられており、客観的なキャリアとの強い関連がみられ

ていた。これらの結果に基づき、成人キャリア発達とキャリア・コンサルティングなどの

個別支援との関わり、今後の成人キャリアガイダンスの可能性などについて検討を行っ

た。 
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Ⅰ．本研究の背景と問題意識 
 本研究は、労働政策研究・研修機構プロジェクト研究「生涯キャリア発達とキャリア支

援に関する研究」の一環として実施した「生涯キャリア形成支援ニーズに関する調査」の

詳細報告に先立って、研究の背景と問題意識、先行研究のレビュー、予備的分析の結果と

そこから得られる示唆・仮説等について中間的に報告するものである。 

 以下には、まず、現在、生涯キャリア支援を取り上げる必要性について、その背景を３

点に整理して述べる。 

 

１．日本における生涯キャリアを取り巻く環境変化 

 現在、働く者一人ひとりの生涯にわるキャリアガイダンス（生涯キャリア支援）は、労

働行政における重要なキーワードとなっている。2007 年に厚生労働省職業能力開発局よ

り発表された「生涯キャリア支援と企業のあり方に関する研究会報告書」（以下、生涯キ

ャリア支援報告書）は、生涯キャリア支援に関して包括的・総合的な提言を行った報告書

であるが、本研究は、この報告書に示された状況認識を引き継ぐものであり、多くの問題

意識を共有している。 

 この生涯キャリア支援報告書では、現在の経済社会状況をいくつかの観点から整理して

いる。第一に、企業を取り巻く状況としては「グローバル化、市場競争激化」「サービス

経済化の進展」「人口減少、少子・高齢化社会の進展」を挙げ、企業と働く者の関係は

「集団的関係から個別関係へ」と移行していると指摘する。第二に、労働者を取り巻く状

況としては「長寿化と就労のあり方の変化」「就業意識・形態の多様化」「健康上の問

題、ワークライフバランス」を指摘している。第三に、個人の職業キャリアに関しては

「職業生涯が長くなる傾向にある一方、激しい環境変化による企業寿命の短縮、技術や職

務の変化等に伴う離転職の可能性の増大など、働く者個人が自ら職業キャリアの方向づけ

を迫られる機会が拡大している」と述べている。これら３つの指摘に集約されるとおり、

現在、国内外で、個人のキャリアを取り巻く環境に大きな変化がみられ、それに対する何

らかの対応が求められているという状況がある。これが、日本においても生涯キャリア支

援の議論が重要になっているもっとも大きな理由である。 

 また、生涯キャリア支援報告書では、上記の状況認識を背景として「キャリア支援」に

関する具体的な記述も行っている。例えば、「企業内外を問わず、労働者を取り巻く状況

は急激に変化しており、従業員自ら、職業キャリアの方向づけをしていくことが求められ

るようになってきている」と述べる。特に、中年期のキャリア上の課題に対するいくつか

の対応策にも言及しており、「従業員に自己を客観視させるタイミングとツールを与え、

ミドルの活性化に向けた取組を進めていくことが求められる」「中年期（ミドル）の段階

から、キャリアデザインの仕方や高齢期のキャリアを準備していくことや多様なコースを

設け、選択できるようにすること」などを指摘している。 
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 そして、生涯キャリア支援の観点から、働く者の職業キャリアのあり方を見直すポイン

トとして、「(1)過度に企業に依存した職業キャリアや意識から、自立できる方向へ支援

していくこと」「(2)長い職業生涯におけるキャリアの転機や節目で、今後のキャリアを

考える機会やまとまった能力開発機会などが与えられること」「(3)失敗しても、教育訓

練が受けられることなどにより、再チャレンジできる社会であること」の３点を指摘し、

さらに職業キャリアの発展を支えるものとして、「(1)働く者個人のライフステージ等に

応じて多様な働き方が柔軟に選択できること」「(2)育児・介護に限らず、広い意味で家

庭生活や地域での活動等と調和の取れた働き方（ワーク・ライフ・バランス）が図られる

こと」を指摘している。 

 

２．若年キャリアガイダンスの成人層への拡大 

 本研究で個人のキャリアを取り巻く環境の変化に関する指摘は、日本国内のみならず、

諸外国においても同じくなされており、キャリア発達およびキャリアガイダンスに関する

書籍では軒並みキャリア環境の激変が問題として取り上げられている（Herr, Cramer, & 

Niles，2004；Gibson & Mitchell，2006；Andersen & Vandehey，2006他）。 

 なかでも特徴的なフレーズで現在の状況を集約しているのは Watts（1996,2001）であ

る。Watts はＩＴに代表される新しい技術や市場のグローバル化は、個人のキャリア環境

のみならず、その土台となる伝統的な社会構造そのものを大きく揺れ動かすほどの衝撃を

与えていると述べる。この衝撃を、Watts（1996）は、キャリアと地震を組み合わせた造

語で「careerquake」と言い表している。その上で、Watts（2001）は、「キャリア地

震」後の現在のような時代では、個人は自らのキャリアを自ら作り上げるといった発想を

する必要があることを説き、今後は、キャリアを「決める（choose）」のではなく「作

り上げる（construct）」といった方向に変化する必要があると述べる（Watts，2001）。 

 こうした研究は、従来から行われている学校段階の若者のキャリア教育および学校卒業

後の若年層に対するキャリアガイダンスに対する研究からも派生していることは本稿にお

いて、特に強調しておきたい。昨今、若年層のキャリア教育・キャリアガイダンスの研究

領域からも、成人キャリアガイダンスの必要性・重要性を示唆する議論がみられるように

なっているからである。 

 例えば、現在、若年層のキャリアガイダンスに関する海外の文献に等しく共有されてい

る認識は、若者のキャリアが多様化しているということである。伝統的なキャリアルート

が崩れているために、従来の「学校から職業へ」という枠組みだけでは捉えられない若者

類型が増えているという認識が示されている。この若者のキャリアの多様化に対応すべ

く、海外のキャリアガイダンスに関する文献では、生涯にわたって自らの「キャリアを管

理するスキル（ career management skill）」が強調されるようになっている

（OECD,2004；Ruff,2001；SCAA,1996）。特に、学校卒業時の一時点の進路選択をうま
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く行わせるためだけではなく、学校を卒業した後も自分で自分のキャリアを管理できるス

キルを持たせるためのキャリアガイダンスが重視されるようになっている。すなわち、従

来の「学校から職業へ」の枠組みを前提としつつも、そうした枠組みから漏れ落ちる対象

層に対するキャリア教育・キャリアガイダンスの重要性が指摘されるようになるにつれ

て、自らのキャリアを管理するスキルが重視されるようになっている。 

 こうした生涯にわたって自らのキャリアを管理するスキルが重要であるという認識は、

自らのキャリアの管理を側面から支援する成人層のキャリアガイダンスの必要性へと結び

つく。自分で自分のキャリアを管理するにあたって、やはり何らかの面で助けが必要な対

象層が一定数あると考えられるからである。こうして、現在、学校段階または若年段階の

みにキャリアガイダンスが必要なのではなく、生涯にわたってキャリアガイダンスが必要

であるという「生涯キャリアガイダンス（lifelong career guidance）」といった考え方が

広がっている（OECD,2004；Law,1996）。例えば、OECD が提示している生涯ガイダン

スシステムの特徴は以下のようなものである（OECD,2004, p.26）。なかでも、もっとも

重要なのは、いちばん上の項目、生涯にわたるアクセスを可能とすることであると言えよ

う。 

・人生全体のどの年代からも容易にアクセスできること（多様な対象者のニーズを満た

すことを含む） 

・人生の重大な転換点を特に支援の対象とすること 

・多様な対象層の様々なニーズ・事情を反映したサービスを柔軟に提供し続けること 

・継続的に計画および再検討を行うプロセスをもつこと 

・必要な時に必要な支援を求める人に対して、適切な資格をもつ専門家が個別のガイダ

ンスを与えられること 

・キャリアマネジメントスキルを発達させるプログラムを用意すること 

・事前に学習や仕事の選択肢を検討したり、体験したりする機会を与えること 

・特定の組織・企業の利益と独立したサービスの提供を保証すること 

・包括的・総合的な教育・職業・労働市場に関する情報提供を行うこと 

・ステークホルダーとの結びつきを強めること 

 

 

３．成人キャリアガイダンスに求められる変化 

 上述した、日本における個人のキャリアを取り巻く環境変化、および生涯キャリアガイ

ダンスへの拡大の議論は、自ずと、従来からあった成人を対象としたキャリアガイダンス

のあり方をも変化させこととなる。現状においてどのような変化が生じているか、また生

じつつあるかについて、以下に３点に整理して述べる。 
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(1)リアクティブ（対応的）からプロアクティブ（予防的）へ 

 第一に、成人のキャリアガイダンスを、従来、考えている以上に、より幅広く、より継

続的に提供する必要が生じている。例えば、こうした認識は、労働政策研究・研修機構編

（2007）「プロジェクト研究シリーズ No.8ミッドキャリア層の再就職支援」で示されて

いる。その中で、「一般には、企業経営を取り巻くグローバルな競争の広がりをきっかけ

として、ホワイトカラーなどの職種や中高年という年齢に限らず求職者を取り巻く労働市

場や雇用が質的に大きく変化していること（p.22）」が指摘されている。その上で、中高

年離職者を中心とした成人を対象としたキャリア支援は、「事態が深刻なときにできるこ

とは全てやるといった緊急的対策」から「いつでもできることはすべてやる必要のある恒

常的課題」に変わってきているとの認識が示されている。 

 すなわち、何かあったその時々に限定する形で特別な支援を提供するという「リアクテ

ィブ（対応的）」なキャリアガイダンスから、緊急事態が生じる前に事前に支援を提供で

きる体制を整え、必要とする人に常時提供できるような「プロアクティブ（予防的）」な

キャリアガイダンスが求められるようになっている。 

 

(2)第３領域のキャリアガイダンスの必要性 

 第二に、上記の点と関連して、成人を対象としたキャリアガイダンスは、より多様化す

べきであるという議論もみられている。例えば、Bartlett, Rees, & Watts（2000）は、従

来のキャリアガイダンスを「学校主体」と「雇用主体」の２つに分ける。学校主体のキャ

リアガイダンスとは、世間一般に「キャリアガイダンス」という言葉からイメージされる

進路指導的なものであり、①キャリアガイダンスの実施主体が学校であり、②その対象者

が生徒であり、③その内容が将来の進学や就職を目指したものであるという意味で、学校

が中心となって行うキャリアガイダンスである。一方、雇用主体のキャリアガイダンスと

いう用語で Bartlett, Rees, & Watts（2000）が意味しているのは、①キャリアガイダンス

の実施主体が個々の企業かまたは個々の企業と契約を結んだ外部の機関であり、②その対

象者が自社で働く人々であり、③その内容が企業内でのキャリア形成支援を中心としたも

のであるという意味で、企業等が中心となって行うキャリアガイダンスである。 

 日本においても、従来のキャリアガイダンスが、大きく分けてこの２つの領域で行われ

てきたことは明らかである。そして、この２つの領域をふまえた上で、Bartlett, Rees, & 

Watts（2000）が行っている議論は、現在、この２つの領域の範疇に入らない第３領域が

拡大しているというものである。この指摘を日本の文脈に置き換えると、学校段階の児童

期から青年期までを中心とした進路指導・キャリア教育的なキャリアガイダンスと、企業

内外で雇用者・組織人を対象としたキャリア形成支援的なキャリアガイダンスとは異なる

一般の成人を対象とした第３領域のキャリアガイダンスが要請されていると解釈できるで

あろう。 
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 こうした議論は、特にわが国の約８割の従業者が働く中小企業において重要となる。例

えば、木村・下村・古山・松原・渡邉（2007）では、300 人以下の中小企業における産

業カウンセリング制度導入に関して調査を行っているが、「コストの問題がなければ導入

する」という回答が 50.7%と最も多く、以下「従業員のニーズがあれば導入する」

（48.3%）、「従業員の能力開発に役立つのであれば導入する」（44.5%）と続いてい

た。基本的に、企業内で行うカウンセリングの最も大きな障壁としてコストの問題があ

り、また、それに見合ったニーズ・効果があるのかという点に疑問がもたれていた。この

ように、企業で行われる「雇用主体」のキャリアガイダンスは、多くの従業員が働く中小

企業においては事実上難しいことが多く、この一例をとってみても、容易にアクセス可能

な公的なキャリアガイダンスの提供の必要性が言えるであろう。 

 

(3)公的機関のキャリアガイダンスの発展 

 第三に、上述のような指摘に代表されるように、現在、成人を対象としたキャリアガイ

ダンスは公的なキャリアガイダンスに対する要請が強まっている一方、従来の公的なキャ

リアガイダンスのあり方そのものも変化する必要性が指摘されている。第３領域のキャリ

アガイダンスに対するニーズが高まりつつある傾向を受けて、公的機関におけるキャリア

ガイダンスに対する社会的な期待は高まっている。しかし、そうした期待の高まりに伴っ

て、公的機関における従来型のキャリアガイダンスでは十分でない面もあるという論調が

みられるようになっている。 

 例えば、OECD（2004）は、公的な雇用サービス機関では、従来から成人を対象とし

たキャリアガイダンスを提供してきたが、その多くは失業中の成人に限定されがちであっ

たと指摘している。しかし、非正規就労の拡大に伴って、フリーターやニートといった若

年不安定就労の問題が深刻化しているという日本の現状をふまえれば、同様に中高年にお

いても不安定就労が広がりつつあるという認識が必要となる。こうした学校主体および雇

用主体のキャリアガイダンスサービスを容易に受けられない中間的な地位にある成人層は

広く拡大しているはずであり、そうした対象層を念頭においた成人キャリアガイダンスが

切に求められる環境にある。また、このように公的機関のキャリアガイダンスの対象層の

拡大を考えていった場合、必ずしも失業中の成人のみならず、就業中の成人に対するキャ

リアガイダンスサービスのいっそうの拡充も考慮されるべき重要な問題となる。 

 さらに、OECD（2004）では、公的機関のキャリアガイダンスの今後のあり方とし

て、日本では既に一定の導入が進んでいるワンストップセンター化、所内外の官民の連

携、職員のガイダンススキルの向上などが議論となっている。しかしながら、従来以上

に、成人を対象としたキャリアガイダンスが公的機関を中心になされるべきであることと

いう点は強調されており、日本における成人キャリアガイダンスのあり方にとっても先進

諸国と共通の問題意識をもつことが求められる。 
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４．本研究の問題意識と目的 

 以上、本研究の背景として、(1)日本における生涯キャリアを取り巻く環境変化、(2)

若年キャリアガイダンスの成人層への拡大、(3)成人キャリアガイダンスに求められる変

化について述べた。 

 上記の背景をふまえて、本研究では、生涯キャリア支援に関する研究を行うこととし、

大規模調査を実施したが、その本格的な分析に先立って、生涯キャリア支援の前提となる

成人のキャリア発達に関して、いくつかの論点整理と予備的な分析を行うこととした。そ

の理由として、若年のキャリアガイダンスを行うにあたっては幼年期から青年期に至るキ

ャリア発達の研究が不可欠となるのと同様に、青年期から壮年期へと向かう成人を支援す

る成人キャリアガイダンスでは、成人のキャリア発達に関する研究が不可欠となると考え

られたからである。 

 従来から、成人キャリア発達研究の領域には関連する研究知見が国内外で蓄積されてい

る。今後、成人キャリアガイダンスを含めた生涯キャリア支援を行うにあたって、そうし

た従来の成人キャリア発達に関する研究蓄積を本研究の問題関心にすり寄せた形で整理し

ておくことは、今後の研究にとっても不可欠であると思われた。 

 また、後述するとおり、本研究では、成人キャリア発達の研究を行うにあたって、従来

の知見を確認するとともに、オリジナルの知見を得たいと考え、これまでにあまり使用さ

れてこなかった「質的アセスメント」の手法を多く取り入れた。この質的アセスメントの

手法は、従来、その重要性が言われながらも十分に実証的な研究知見がなかった領域であ

る。そのため、本格的な分析に先立って予備的な分析を行い、どのような分析が有効で、

どのような結果が期待できそうなのかという、分析手法（指標の開発等）の検討を行い、

粗々の分析を行って、ある程度の仮説設定を行う必要があった。 

 以上のことから、本稿では、次節ではまず先行研究のレビューを行い、さらに、次々節

では、本研究で用いた質的アセスメント手法の１つである「ライフライン法」に関する予

備的な分析を行うこととした。 
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Ⅱ．成人のキャリア発達に関する先行研究と本研究の視点 
 

１．成人キャリア発達に関する３つの研究動向 

 本研究で成人キャリアガイダンスを含めた生涯キャリア支援を考えるにあたって、本節

では、その基礎研究と位置づけられる成人のキャリア発達に関する先行研究に関する簡単

なレビューを行う。 

 成人キャリア発達に関する先行研究は、おおむね３つの流れに分けて説明することがで

きる。以下に生涯発達心理学、組織内キャリア理論、キャリアガイダンス理論の３つに整

理して述べる。 

 

（１）生涯発達心理学 

 第一に、成人キャリア発達に関する研究は、従来は、生涯発達研究の文脈で、特に職業

やキャリアに限定されない形で行われていた。例えば、以前から、生涯発達心理学の名著

として Levinson(1978)の「The seasons of a man's life（邦題：ライフサイクルの心理

学）」が知られ、その理論的な基盤の１つとして、Erikson（1950,1958,1969）が挙げら

れてきた。この Erikson－Levinson に連なる研究の大きな発見は、青年期にみられるよう

な発達上の危機が成人してからも存在しており、青年期において危機の乗り越え方が１つ

のテーマとなるように、成人期においても危機にいかに対処するかが１つの課題となると

いうことに集約される。実証的研究は 80 年代から国内外でなされるようになったが、日

本では岡本（1985，1986）の先駆的な研究がよく知られている。なお、日本国内外の文

献は岡本（2002）に詳しく紹介されている。 

 

図表１ Ericson の個体発達分化に関する理論的図式 

（鑪・山本・宮下，1995 宮下・杉村，2008 より作成） 

 

心理・社会的
危機

人格的
活力

重要な対人関係の
範囲

Ⅰ
乳児期

信頼　対　不信 希望 母親的人間

Ⅱ
幼児前期

自律性　対　恥、疑惑 意志 両親的人間

Ⅲ
幼児後期

自主性　対　罪悪感 目的 核家族的人間

Ⅳ
学童期

勤勉性　対　劣等感 有能感 近隣、学校の人間

Ⅴ
青年期

同一性　対　同一性拡散 忠誠
仲間グループ、グループ対グループ、

リーダーシップのモデル
Ⅵ

成人前期
親密性　対　孤立 愛情

友情、異性、
競争・協力の相手

Ⅶ
成人期

世代性　対　停滞性 世話 分業と共同の家族

Ⅷ
老年期

統合性　対　絶望 英知
“人類”“私のようなもの”

（自分らしさ）
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（２）組織内キャリアに関する心理学 

 第二に、より職業キャリアに近い文献としては、Schein（1978）の「Career dynamics

（邦題：キャリア・ダイナミクス）」が日本では広く知られてきた。また、Hall(1976)の

「Careers in organizations」も広く紹介されてきた。両者ともに、組織と人間との関わり

からキャリアを論じるという意味では、成人キャリアのうち特に組織内で働くことに特に

力点を置いた組織内キャリアに関する心理学理論であったと言える。これらの研究は 80

年代から南（1988）などで既に紹介がなされてきたが、現在の日本では、金井（2002）

の「働く人のためのキャリアデザイン」等の著名な著作で紹介されることの多い理論が、

最新のキャリア理論として広く受け入れられている。例えば、Bridges(1980)、Arthur & 

Rousseau(1996)、Nicholson & West(1988)などのキャリア理論が、組織内における成人

キャリアを議論する際の日本における標準となっている。日本でもこの流れの研究とし

て、おもに産業・組織心理学的な観点から組織内キャリアを中心的に取り扱った平野

（1994）、小野（2003）、加藤（2004）、山本（2008）などに代表される優れた研究蓄

積がある。 

 
図表２ Nicholson のサイクル・トランジッション・モデル 

（金井，2002 および二村，2009 を参照して作成） 

 

（３）キャリア心理学 

 第三に、こうした議論の流れとは別に、キャリアガイダンス・キャリアカウンセリング

に関する文献では、成人キャリア発達に関する研究を、Parsons(1909)に端を発するキャ

リアガイダンス論から、Super(1957)のキャリア発達理論、Gelatt(1962)らのキャリア意

思決定理論、Holland（1973）のマッチング理論、Taylor & Betz（1983）のキャリア自己

効力感理論へと説明していくキャリア発達理論がある。ここではこれらの理論群をキャリ

ア心理学と一括して捉えるが、これらの理論群は、おもに発達心理学、性格心理学、社会

心理学などを基礎に、児童期から青年期に至るキャリア発達を検討対象としてきた理論で

あり、最も古い歴史をもつ伝統的な研究群である。そのため、従来からキャリアガイダン

第１段階
準備

(Preparation)

第４段階
安定化

(Stabilization)

第２段階
出会い

（Encounter）

第３段階
適応

(Adjustment)



 

- 9 -

スの理論的なバックボーンともされており、特に Super のキャリア発達理論は、以前か

ら学校における進路指導やキャリア教育に影響を与えてきた。また、これらの理論群の大

原則である自己理解・職業理解・マッチングという枠組みおよび職業適性検査・職業興味

検査などは、ハローワーク等の職業安定行政における職業指導の考え方に影響を与えてき

た。これらのキャリア心理学の理論群は相互に影響を与え合う中で様々なキャリア理論を

生み出してきたが、特に、Super のキャリア発達理論の延長線上に、誕生から死までをカ

バーした Super による「生涯」キャリア発達理論がある。日本では図表３に示した「キ

ャリア・レインボー」が成人のキャリア発達を説明するモデルとして、広く紹介されてい

る。この図では、成人のキャリア発達は様々な役割を果たしながら、幾重にも彩りを変え

ていく虹のような比喩で捉えられている点がポイントとなる。職業人以外にも家庭人や労

働者、市民など様々な役割を入れ替わり立ち替わり果たしていくということが、特に強調

されていると言えるであろう。なお、日本では坂柳(1999)による研究が成人キャリア成

熟の問題を扱っている。 

 

 
図表３ Super のキャリア・レインボー（Super，1994 を元に作図） 

 

（４）成人キャリア発達に関する先行研究のまとめ 

 図表４に、成人キャリア発達に関する先行研究の３つの流れをまとめたものを図示し

た。上述したとおり、本稿で取り扱っている成人キャリア発達の領域に関して、生涯発達

心理学、組織内キャリア、キャリア心理学の各領域で理論的な考察がなされ、有名なモデ

ルも多くある。 

 しかし、これら３つの研究の流れは必ずしも密接な関連がみられているとは言えず、若

干の影響関係がある場合も両者の交流は一方向的なものである場合が多く、統合して形で

は研究が進められてこなかった。特に、組織と学校以外の領域におけるキャリア発達に対
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する関心が高まっているという現状を踏まえた上で、組織外のライフキャリアも含めた成

人一般のキャリア発達という視点から研究を行った例は、武田（1993）などの一部の先

駆的な研究を除けば、これまで十分になされてきたとは言えない。また、生涯発達とキャ

リ ア 発 達 の 分 野 も 独 立 し て 研 究 を 行 っ て き た 面 が 強 い （ Vondracek & 

Kawasaki,1995 ）。 

  ただし、これらの研究は相互に密接に関連しており、それぞれ独立したものではない。

むしろ、相互に影響を与えあっており、共通した論点、共通した見解も多い。生涯発達心

理学、組織内キャリア、キャリア心理学の研究者は、それぞれ自ら関心のある領域の範囲

内で議論を行う傾向が強く、より一段、深いレベルで統合する余地があると考えられる。

したがって、従来の組織内キャリアに関する研究蓄積を参考にしつつ、かつ生涯発達心理

学的な組織外のライフキャリアの視点も含んだ実証的研究を行うことにより、古典的・伝

統的なキャリアガイダンス理論を基礎としたキャリア心理学の領域をリニューアルするよ

うなアプローチの研究が可能であると思われる。そのためには、従来以上に、ここで取り

上げた３つの研究動向を統合した視点から、実証的研究の蓄積がなされて良いと考える。 

 

表４ 成人キャリア発達に関する３つの研究の流れ 
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 特に、成人キャリア発達に関する従来の研究群を統合するような視点に立った成人キャ

リア発達に関する研究を行う過程で、従来、生涯発達心理学、組織内キャリアに関する心

理学、キャリア心理学の各領域で研究が進められてきた理論モデルのどの部分が現在の日

本においても成り立ち、どの部分でより修正が求められるのかといった仕分けを行うこと

ができる可能性がある。こうした作業を行う過程でより統合的な成人キャリア発達に関す

る理論モデルを新たに提出できる可能性もある。 

 そして、こうした形で得られた理論モデルは、従来の研究知見の蓄積を活かしながら、

同時に、実証的な根拠をもつ理論モデルとして、成人層を対象としたキャリアガイダンス

を含む生涯キャリア支援にとって十分な理論的枠組みを与えるものと思われる。 

 

２．成人キャリア発達研究に関する論点整理と本研究の課題 

 ここまで、従来の成人キャリア発達に関する先行研究を３つの理論的な動向として概括

した。３つの研究動向ともに、それぞれ独自の問題関心もありながら、むしろ、内容面で

は重なる面が多く、共通の論点も多いが、従来は３つの研究の流れはそれぞれ別個に発展

してきた。これら３つの研究動向はそれぞれその発展の経緯や強調点に違いがみられ、そ

の違いに着目して異同を論じるのは特に、３つの研究動向の異質性を強調するよりは、共

通性に目を向けることによって、より生産的な議論が可能になると思われる。そこで、以

下には、成人キャリア発達研究に共通してみられるいくつかの本質的な議論を３つの点に

整理して示したい。 

 その上で、以下に述べる議論から、本研究で成人キャリア発達を検討するにあたって、

実証的に検討すべき研究課題を浮き彫りにしたいと考える。 

 

（１）段階モデルとサイクルモデル 

 従来の成人キャリア発達に関する理論モデルは、その内容から大きく２つのグループに

大別される。１つは、段階モデル（sequential models）であり、もう１つは、サイクル

モデル（cycle  models）である。 

 段階モデルは、誕生から死に至るキャリアの系列、継起、連続を重視する理論である。

職業生活を階段状のものと捉え、年代ごとに果たすべきキャリア発達課題があり、そうし

たキャリア発達課題をこなしながらキャリアは発達すると考える。人の職業生活を１つの

道筋のようなものとして考え、その道筋をいくつかの段階に分ける論じ方が特徴となる。

上述の先行研究では、Super のキャリア発達理論が、段階モデルの代表的な研究としては

挙げられる。Super（1994）および Super & Sverko（1995）は、キャリア・レインボー

に象徴されるように、青年期だけでなくそれ以降の成人期・老年期に至るキャリア発達の

モデル化を行った。そして、そうした枠組みにそって、青年期の特に初職の選択だけでな

く、その後も継続して発展変化する様を念頭に置くことが、Super の生涯キャリア発達理
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論であった。 

 一方、サイクルモデルは、キャリアの系列、継起、連続をより短いタイムスパンで捉え

る点が特徴である。このモデルが特に重視するのは、成人になっても発達は繰り返すとい

う点である。したがって、成長を何度も繰り返す「反復」をモデル化した円環状の循環的

なモデルとして表現されることが多い。また、このモデルは、一般的には、移行モデル

（transition models）として紹介されることも多い。サイクルモデルが移行モデルとして

紹介される理由として、移行モデルは基本的に人は人生なかで何度も移行を繰り返すと考

えるからである。上述した段階モデルがキャリアを「上昇－維持－下降」の１つの移行と

してのみ捉えがちな点を改良すべく、何回も繰り返される移行をモデル化するために、サ

イクルモデルは要請されてきた面がある。上述の先行研究では、Nicholson のモデルをサ

イクルモデルの典型例として挙げられる。事前の準備段階があり、それが何かと出会い、

自分なりに適応を模索するうちに安定化する。いわば常識的とも言えるモデルであるが、

キャリアをどのようなものと考えるかという「キャリアの描像」を円環的なものとして提

示した重要性が大きい。 

 ただし、この段階モデルとサイクルモデルは、表面上の違いほどには異なるモデルでは

なく、多くのモデルが、キャリアを長期でみた場合には段階モデルを採用し、その中で短

期的なサイクルが繰り返されるという考え方を採っている。Miller（2002）は、従来の成

人キャリア発達理論を概括し、直線的なプロセスであり、かつ循環的なプロセスであると

いう点を強調している。そして、このことは、成人のキャリアにおいては、長期的な発達

段階と短期的な移行サイクルの両面が同時に考慮される必要があるということをも示唆す

る。各人が、自らのキャリアを長期的、短期的に、どのようなものとして考えているのか

という「キャリアの描像」はこれまで理論家によって様々な形で考えられてきたが、何ら

かの手法によって、実証的な検討がなされる必要がある。 

 

（２）キャリアの危機と多様性 

 上述のサイクルモデルでは、成人キャリアの危機は、人生において複数回生じるという

示唆も含まれている。そして、この点についても、多くの成人キャリア発達モデルで共通

している。成人キャリアの危機が複数あるという知見は Levinson(1978)の研究によると

ころが大きい。この研究の中で、①青年初期の移行（17～22 歳）、②中年期の移行（40

～45 歳）、③成人後期の移行（60～65 歳）の３つの主だった移行期が指摘され、この移

行期には何らかの形で危機が生じやすいこと、この危機が年代を通じて根底でつながって

おり、青年期の危機の解決の仕方によっては、同じ根をもつ危機が中年期に形を変えて顕

れる場合があることなどが指摘されている。 

 ただし、Levinson(1978)が示した移行期について、成人キャリアをめぐる環境変化の

より激しい現代ではどのような状況になっているのかという疑問は提示しうる。危機があ
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る程度、生物学的な年齢にそって現れるものなのか、それとも社会経済的な環境の激変を

反映して、より社会的に構成されてくるものなのか、また、危機の連続性といったような

現象はキャリア環境の激変という世の中にあっても認められるのか否かなど、現在の状況

において、いくつもの実証的な研究課題が残されていると思われる。 

 また、成人キャリアの危機に関連して、成人キャリアの多様性ということにも目を向け

たい。様々な成人キャリア発達モデルに、比較的共通して指摘している事がらとして、成

人キャリアの多様性ということがある。 

 この点に関して、Peterson, Lumsden, Sampson, Reardon, & Lenz（2002）は興味深い

議論を展開しているので紹介したい。昨今のキャリア発達理論ではカオス理論によるアプ

ローチが多く見られるようになっているが（Pryor & Bright,2003；Peterson, Krumboltz, & 

Garmon,2005）、特に「初期条件に対する鋭敏性」に関する議論が目を引く。これは以

下のような議論である。キャリアを長期的にみた場合、時間的に推移していくという性質

上、先行するキャリアの問題は後続するキャリアの問題に影響を与えることが多い。そし

て、後続するキャリアの問題もさらにそれに続く将来のキャリアの問題に結びつく。結果

的に、若い頃のわずかな状態の違いや選択の違いは、成人期、中年期と時間に経つにつれ

て雪だるま式に増大し、数十年後には大きな違いになるということが生じる。つまり、若

い頃の学習歴や学校歴がその後の若年キャリアに影響を与え、若年キャリアの違いは成人

キャリアではより拡大していくといったことがある。こうして、中高年層に至っては若年

層よりも各人のキャリアの違いはかなり大きなものになるということが説明されるのであ

り、時間的な経緯に伴ってキャリア発達の様相が大きく異なってくるということが、成人

のキャリア発達全般を考える上で特に重要になると思われる。Peterson他（2002）は、

生涯キャリア発達という問題を考える際には、先行する決定や状態が後続の決定や状態に

大きな影響を与えるということの重みを、従来以上にシビアに考えなければならないとい

うことを主張していると言えるであろう。 

 なお、上記のキャリアの危機と多様性は、それぞれ表裏一体の面があると推測される。

成人キャリアの危機の内容がいかなるものであり、それをどのような形で乗り越えたのか

ということが、そもそも各人で多様であり、それが青年期、中年期、成人期と連なってい

るために、若い頃の些細な違いが年齢が経ってからは大きな違いとなって現れ出る。こう

して、成人キャリアは晩年に至るにしたがって、多様性を増し、複雑な様相を示す。この

点については、現在の成人キャリア発達理論に共通する問題意識であろうと思われる。 

 

（３）主観的キャリアと客観的キャリア 

 従来の成人キャリア発達研究に共通する最も大きな問題意識は、主観的なキャリアと客

観的なキャリアの関係をどのように考えるかである。この点については、成人キャリア発

達の大きな課題であり、これまでにも繰り返し議論がなされてきた。例えば、組織行動に
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関する外国の専門誌である Journal of Organizational Behavior は、2005 年に「キャリ

ア・サクセス」に関する特集を組んでいる。そこでも、焦点となった議論は、収入、地

位、評判、威信などのような客観的な成功と、価値観、満足感、充実感、幸福感などのよ

うな主観的な成功との関係性をどのように考えるかであった。 

 図表５には、Hall(2002)の主観的成功と客観的成功に関するモデルを示した。このモデ

ルにも示されているとおり、基本的には、客観的な成功は主観的な成功の前提または基盤

となるものであると捉える論調が多い。その上で、客観的な成功が必ずしも主観的な成功

に結びつかない場合、逆に、主観的な成功が必ずしも客観的な成功を伴っていない場合が

考察対象となる。 

 一般に、キャリア研究では、主観的な成功の意義を強調し、その重要性を強調すること

が多い。特に、現在、わが国においては、全員参加の社会における生涯キャリア支援の将

来的なあり方を検討する必要性に迫られている。その際、働く者個人の外的・客観的な職

業キャリアのみならず、内的・主観的なキャリアの観点も重要になるものと考える。外的

な職業キャリアの変更についての節目となる中高年層の生涯キャリア支援においては、内

的な心理的キャリアの再構成も大きな課題であり、キャリア・コンサルティング等におけ

る１つの支援目標となる。したがって、成人キャリアを考える際には、特に個人の主観的

成功に着目する必要があることは、従来から指摘されてきたとおりであろう。 

 その一方で、成人キャリアにおいては、ここで言う「客観的成功」が重視する背景にも

着目する必要がある。成人キャリアにおいて「客観的成功」が重視される背景には、もっ

ぱら子どもや老親にかかる費用等、具体的な家計面での必要性がある場合が多い。自分以

外の家族等に対する社会経済的な不安を取り除くことができるのであれば、多くの成人は

主観的成功が望ましいと考えるであろう。多くはそうした家族等に対する自らの責任を重

く考えるからこそ「客観的成功」を重視するのであり、「客観的成功」は見かけ以上に利

他的な動機に基づいていると予測される。 

 また、最近のキャリア発達研究では、日本で言うところの「格差問題」等を踏まえて、

社会経済的な要因がキャリア発達に与える影響をより重視しはじめている点も考慮した

い。特に、より社会的な公正といった側面を重視した面からキャリアガイダンス・キャリ

アカウンセリングに大きな関心が集まっている（詳細は、下村，2008 を参照のこと）。

こうした研究動向からは、必ずしも内的・主観的キャリアのみに焦点を絞るのではなく、

同時に、いかに必要十分な収入が得られる外的・客観的キャリアに向けて支援するのかと

いう観点も重要となる。キャリア環境の激変を目の当たりにして、従来のように主観的成

功の意義のみを無条件に肯定するといった状況ではないという認識が必要となろう。ここ

からは、客観的成功－主観的成功、外的・客観的なキャリア－内的・心理的キャリアのバ

ランスをどのように考えていくべきなのかという実証的に検討すべき課題が多く含まれて

いると思われる。 
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図表５ 客観的成功と主観的成功に関する理論モデル（Hall,2002 をもとに作表） 

 

３．本研究の課題－実証研究の必要性 

 以上、本節では、従来のキャリア発達研究を、①生涯発達心理学、②組織内キャリアに

関する心理学、③キャリア心理学の３つの研究動向に整理し、かつこれら３つの研究動向

に共通する論点として、①段階モデルとサイクルモデル、②成人キャリアの危機と多様

性、③主観的キャリアと客観的キャリアを取り上げた。 

 前述したとおり、日本おいては、従来から成人キャリア発達に関する優れた研究があ

る。しかしながら現在までのところ成人キャリア発達については、いまだ実証的な研究の

蓄積が十分ではない。特に、Herr(2002)が従来のキャリア発達研究は 10 代～20 代の青

年の進路選択・職業選択を取り扱うことが多かったことを問題として指摘しているよう

に、若年層のキャリア発達に比べれば成人層のキャリア発達に関する研究はいまだ十分で

ない面もある。 

 また、海外の有名な成人キャリア発達モデルは、いずれも一応の実証的な根拠を伴って

提示されたものではあるにせよ、やはり継続的に理論の妥当性を検証していく必要があ

る。特に、個人をめぐるキャリア環境は時代によって大きく異なる。数十年前に提出され

た理論にはそれなりの普遍性があるとしても、繰り返し実証的な検証を行い、修正すべき

点は修正する方が、より成人キャリア発達に関する研究の進展につながるであろう。 

 さらに、こうして成人キャリア発達の研究をよりいっそう進展することによって、具体

的な成人キャリアガイダンスの実践も実証的な根拠に即した形で構想することができるこ

ととなる。本稿冒頭に述べた背景から、日本においても、成人を対象としたキャリアガイ

ダンスの拡充が従来とはまた異なる形で要請されるような状況がある。その要請にどのよ

うな形で応えるのが望ましいのかを議論するにあたっては、そもそも成人のキャリア発達

をどのように考えるのかに関する理論的・実証的な検証が必要であると考えられる。 

  以上の問題意識に基づいて、以下の調査を行った。本稿次節では、以下のデータから 54

名分のデータを用いて予備的な分析を行い、詳細な分析に向けての仮説を得ることとし

た。 

 

目標／努力
GOAL/EFFORT

客観的成功
OBJECTIVE SUCCESS

主観的（心理的）成功
SUBJECTIVE

(PSYCHOLOGICAL)
SUCCESS

アイデンティティの変化
IDENTITY CHANGE
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・調査対象者 

 50代常勤職 2,050名（男性 1,500名、女性 500名）。労働力調査および就業構造基本

調査などに示される 50 代の常勤職の実際の男女比・職業比に近づくようにサンプリング

を工夫することとした。 

・調査手法 

 調査会社のモニターを使用した質問紙調査 

・調査内容： 

－基本属性（性別、居住地、年齢、雇用形態、労働時間、年収、最終学歴、配偶者・子供

の有無、介護家族の有無） 

－これまでのキャリア（勤続年数、入社の経緯、現在の勤務先の業種・職業・従業員数、

転職経験の有無、失業の有無、職業経験、職業能力の自己評価、年代別「仕事」「家庭」

に関する重大だった出来事 

－現在のキャリア（現在の生活の満足度、これまでの職業生活やキャリアに対する満足

度、転職希望、学習意欲） 

－今後のキャリア（今後の職業生活に対する見通し、職業生活を引退後の見通し、何歳ま

で働き続けたいか、老後に対する不安、今後のキャリアを考える上で行政に求めるサポー

ト 

－質的調査項目（過去の危機に関する自由記述、文章完成法、ライフライン法） 
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Ⅲ．成人キャリア発達と成人キャリアガイダンスに向けた予備的分析 
 

１．予備的分析の目的 

 前節までに述べたとおり、本研究では成人キャリア発達および成人キャリアガイダンス

に向けた検討を行うにあたって、50 代成人男性を対象とした大規模調査を行った。その

詳細な結果報告に先立って、本稿の論点に即した形で予備的な分析を行い、詳細な分析に

向けた仮説を得ることとした。また、前節までの成人キャリア発達に関する議論に、ある

程度の実証的な根拠を提供することとした。 

 なお、本節で行う予備的分析では、調査対象者のごく一部である約 50 名を対象に検討

を行った。分析の対象者数は予備的分析としても少ないが、本節で検討を行うライフライ

ン法のような質的アセスメント技法は、通常、１対１の個別相談場面で用いることが多

く、従来、ある程度のまとまった人数で分析が行われた例が少ない。その意味では、今

回、約 50 名のライフラインを予備的に分析するのも比較的珍しい試みであり、そうした

試行的・模索的な検討にあたっては必要十分な分析は行えるものと考えた。 

 以下に、本節で予備的に分析を行った対象者について述べる。予備的分析の対象者は、

全体の調査対象者 2,050 名からランダムに選ばれた 54 名であった。具体的には実査開始

直後に回収された調査票から 55 枚をランダムに抜き取る形で抽出した。うち１枚はライ

フライン法の設問に無回答であったため 54 名となった。予備的分析の対象者 54 名の平

均年齢は 54.1 歳（SD=3.09）であり、最終的に回収されたデータ 2,050 名のデータと比

較して若干年齢が若かったが大きな違いはみられなかった。男女比は、男性 85.5%、女

性 14.5%で、最終的な 2050名のデータに比較して男性の方が多かった。この点について

は、予備的分析および後の本格的な分析にあたって注意すべき点である。 

 

２．成人キャリアの描像－ライフライン法による検討 

 前節で述べたとおり、キャリアの捉え方には、大きく段階モデルと移行モデルがある。

成人のキャリアの多様性を考えた場合、成人自身の視点から、自らのキャリアがどのよう

に見えているのか、成人自身のキャリアの描像に着目して検討を行うこととした。 

 そのために本研究では、現在、キャリアガイダンス研究の中で注目が集まっている質的

アセスメント技法の１つである「ライフライン法」を用いた。 

 質的アセスメント技法とは、例えば、文章完成法、単語リストの評定、面接法、自由記

述法、職業カードソートなどの手法を用いることで、キャリアを本人の主観的な側面から

捉えようとする手法である（下村，2008）。キャリア発達理論の近年の研究動向の中で

は、本人の主観的なキャリア物語の生成を重視する構築理論と関わりが深い。 

 本研究で用いたライフライン法は、質的アセスメント技法の中でも古い歴史をもつ。こ

の技法は、横軸に年齢、縦軸にプラス－マイナスを記した紙を手渡し、自分の過去の職業
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生活を振り返って、自分が思う自分のキャリアの浮き沈みを線で描いてもらう手法である

（図表６参照）。紙と筆記用具だけで行うことができるため簡便に行うことができる。 

 日本でも大学生の就職支援や一部の民間企業などでこうした手法が用いられているが、

どちらかと言えば、むしろ実践面での活用が先行してきた技法であり、河村（2000，

2005）などのまとまった著作を除けば、これまで十分に学術的な検討が進められてこな

かった。しかし、現在、海外のキャリアガイダンスでは学術的な論文でも、ライフライン

法に関する言及がなされるようになってきている（Kidd，2006；Gysbers，2006）。他

例えば、Cochran（1997）では、このライフライン法の起源は定かではないが、個人でも

グループでも実施可能であり、自覚していなかった自分のキャリアの傾向を知ったり、過

去の出来事を思い出すことによって洞察が得られるなど、大きなインパクトをもつと位置

づけられている。 

 本研究で、この手法を用いて調査を行った理由として、調査者側で質問項目を提示し、

評定を求める、より一般的な質問紙法による調査とは異なり、調査対象者の成人のキャリ

アに対する感じ方・考え方が、より直接的・視覚的に把握できると考えられたことによ

る。特に、本研究では成人にはキャリアがどのようなものとして捉えられているのかとい

う、キャリアの描像に関する検討を行うにあたっては、適切な手法であると考えられた。 

 ただし、ライフライン法は、十分に調査手法として確立された手法ではなく、比較的ま

とまった数の調査対象者の分析を行うのは、国内外でも珍しい。そこで、今回、本研究で

は、まずライフライン法によって得られた本人のキャリア観が、そもそもどの程度本人の

現実の客観的なキャリアを反映するのかといった問題意識をはじめ、ライフライン法に関

する基礎的な研究を行うこととした。 

 本研究でどのような手法でライフライン法を実施したか、その手続きと具体的な教示文

を次ページに資料として示した。次ページはほぼ実際に調査に用いた調査票の原寸大のも

のであり、上記の例を参考に下の欄に自由に線を描き込む形式となっていた。本研究で

は、「学校を出てから、現在に至るまでの職業生活の浮き沈みを、線で表すとしたら、ど

うなりますか。」と教示を行った。 

 なお、この点について、例えば、河村（2000）では、縦軸を「感情の座標軸」と説明

し、「あなたの幸福感の高低を記します」という教示を用いているように、様々な教示・

方法がある。今後、成人キャリア発達を捉える上で、どのような教示が適切であるのか、

さらに検討を深めていきたいと考えるが、本研究では、探索的に上述の教示文および次頁

の様式で回答を求めた。 
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 図表６は、実際にライフライン法によって得られた調査結果の１部である。10 代から

50 代に至るまでキャリアの浮き沈みを線で描き表すように求めた。この線の形状をもと

に、調査結果を予備的に分析することとしたが、この手法の分析方法は確立していない。
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そのため、本研究で、改めてどのような観点から分析するかを考案することとした。 

 まず、本研究では、線が何回曲がっているかを指標として数え上げた。例えば、図表６

では上、下、上、下と計４回線が曲がっていることが分かる。これを「屈曲点」という指

標として考えることとした。また、最終的に線の位置がどこにあるかも指標化した。例え

ば、図表６では、50 代で最終的にマイナス領域で線が終わっている。これには自らのキ

ャリアに対する現在の感じ方が表されているのではないかと考えた。これを「現在の線の

位置」という指標として考えることした。さらに、線が全般的にプラス領域にあるかマイ

ナス領域にあるかも指標として考えることとした。図表６ではプラス領域とマイナス領域

にほぼ均等に線が描かれているが、回答者によっては全般的にプラス領域にある、または

全般的にマイナス領域にあると言えるような線の描き方をしている場合がある。これを

「全般的な線の位置」という指標で考えることとした。 

 

 

図表６ ライフライン法に対する回答例 

 

（１）屈曲点に関する結果 

 図表７は、転職経験の有無および失業・休業期間の有無別に屈曲点の数の平均値を求め

たものである。図表から、転職経験および失業・休業期間のある回答者の方が屈曲点が多

いことが示される。すなわち、転職や失業の経験がある回答者の方が曲がった線を描きが

ちであり、それだけ自らのキャリアを浮き沈みの激しいものとして感じていることが分か

る。 

 図表８には、最近１年間の年収別の屈曲点の数の平均値を示した。概して収入が低いほ

ど屈曲点の数が多かったことが示される。サンプル数が少ないために慎重な解釈が求めら
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れるが、上述の転職経験・失業経験の有無とあいまって、直近の収入が低い方が、自らの

キャリアを浮き沈みの激しいものと感じていると推測することができる。 

 

図表７ 転職経験および失業・休業期間別の屈曲点の数 

 

 

図表８ 最近１年間の年収別の屈曲点の数 

 

 図表９には、今後のキャリア開発を進める上で求めるサポートのうち、特に成人キャリ

アガイダンスとの関連の深い「転職や独立のための相談・斡旋体制の充実」に対する期待

の有無別に屈曲点の数の平均値を示した。転職や独立のための相談・斡旋体制に対する期

待がある回答者の方が屈曲点の数が多かった。屈曲点の数が多いとは、すなわちキャリア
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が波瀾万丈であったと考えているということであり、そのため、相談体制に対するニーズ

ももっていたことがうかがえる。 

 

図表９ 「転職や独立のための相談・斡旋体制の充実」に対する 

期待の有無別の屈曲点の数 

 

（２）現在の線の位置 

 図表１０には、現在の線の位置がプラスにあるかマイナスにあるかと、現在の「仕事内

容」に対する満足感との関連を示したものである。図表から、現在の線の位置がプラスに

ある方が満足感が高かったことが分かる。 

 図表１１には、現在の線の位置がプラスにあるかマイナスにあるかと、現在の「転職希

望」との関連を示したものである。図表から、現在の線の位置がプラスにある方が転職希

望は低かったことが分かる。 

 現在の線の位置に関する今回の予備的な分析の結果から、現在の線の位置は、現在の満

足感や転職希望などと関連が深い可能性が仮説として考えられる。当然とも言える結果で

あるが、最終的に線がどこで終わっているのかで端的に現在の状況に対する自己評価が示

されるという結果は、成人のキャリア発達を考える上で、今後も継続して追究に値する結

果であると考える。 
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図表１０ 現在の線の位置による「仕事内容」に対する満足感の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１１ 現在の線の位置による「転職希望」の違い 
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（３）全般的な線の位置 

 図表１２には、全般的に線がプラスに位置しているか否かと「現在の生活全般」に対す

る満足感との関連を示した。線が全般的にプラスに位置している方が満足感が高かったこ

とが分かる。 

 

図表１２ 全般的な線の位置による「現在の生活全般」に対する満足感の違い 

 

 図表１３には、全般的に線がプラスに位置しているか否かと「職業生活引退後の見通

し」との関連を示した。線が全般的にプラスに位置している方が見通しをもっている割合

が多かった。 

 以上の結果から、全般的な線の位置も現在の生活全般に対する評価と関連が深いことが

うかがえる。あわせて、全般的な線の位置は今後の見通しとも関連していた、この点も今

後の分析にあたって仮説として考えておくことのできる結果である。 
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図表１３ 全般的な線の位置による「職業生活引退後の見通し」の違い 

 

 

（４）波形の形状 

 ここまで、ライフライン法を用いて、回答者の描いた線をもとに、個人のキャリアの捉

え方について検討を行った。「屈曲点」「現在の線の位置」「全般的な線の位置」などを

指標として検討を行ったが、それらは全て回答者が描いた線の形状によって集約される面

がありそうであったので、以下に報告する。 

 回答者の線は、その波形の形状を関数のグラフに見立てることによって、「水平」「１

次（単調増加または単調減少）「２次（凸状、凹状）」「３次（増加→減少→増加または

減少→増加→減少など）」「４次以上（それ以上の複雑な形状）」の４つに分類できるよ

うであった（図表１４～図表１７参照）。 
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図表１４ １次型（単調増加）の波形の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１５ ２次型（凸状）の波形の例 
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図表１６ ３次型（増加→減少→増加）の波形の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１７ ４次以上型の波形の例 

 

 

 こうした波形の形状も、本人の客観的なキャリア、主観的なキャリアと関連するのかに

ついて、予備的な分析を行った。その結果、学歴、転職経験の有無、失業・休業経験の有

無、年収など、おもに客観的なキャリアとの関連が強くみられた（図表１８～図表１

９）。結果をまとめると、学歴が高く、転職経験および失業経験等がなく、年収が高いほ

ど、線の形状はシンプルであることが示された。 
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図表１８ 波形の形状と学歴との関連（左）および年収との関連（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１９ 転職経験の有無別（左）および失業・休業期間の有無別（右）にみた波形の形状 

 

 

（５）ライフライン法による結果のまとめ 

 今回、質的アセスメントの代表的な手法の１つとして、ライフライン法を用いた検討を

行った。今回の予備的な分析で用いたデータは調査票からランダムに抜き出した 54 デー

タであったが、今回の予備的な分析においてさえ、各人のキャリアに対する描像は客観的

なキャリアと強い関連がみられていた。 

 概して言えば、「高収入、高学歴、転職・失業経験なし」の回答者では描く線の形状は

シンプルなものであることが多く、上記のような属性を兼ね備えていない場合、回答者の

描く線の形状は複雑なものである可能性が高い結果となっていた。線の形状が複雑である
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場合、少なくとも内的・主観的には回答者は自らのキャリアを起伏に富んだものであると

認識しているということが示されるが、こうしたキャリア意識面の複雑さが「高収入、高

学歴、転職・失業経験なし」といた属性を兼ね備えていない層でみられた理由もしくは背

景については、今後、より詳細な分析を行うことによって検討したい。 

 なお、今回、予備的な分析においても、線の形状と客観的なキャリアが対応したという

ことからは、ライフライン法の結果と回答者の外的・客観的な職業キャリアとの関連性を

より詳細に検討することによって、内的・主観的な心理的キャリアと外的・客観的な職業

キャリアとの関連性について、より詳しい知見が得られることが期待されるということで

もある。こうした検討によって、最終的には、外的な職業キャリアの変更についての節目

となる中高年層の生涯キャリア支援において大きな課題となる内的な心理的キャリアの再

構成に向けた有益な知見を得たいと考える。 

 

 

３．ライフライン法による検討から派生する論点 

 前節のライフライン法に関する予備的な分析結果から以下の３つの点が指摘できる。 

 

（１）新たな成人キャリア発達モデルの可能性について 

 第一に、自らのキャリアの描像は各人で多様であるという点である。前節でみたとお

り、キャリア発達の理論的なモデルは、段階モデルとサイクルモデルに大別される。どち

らのモデルもキャリア発達のある側面をモデル化しているという意味で、当然ながら有意

義なモデルであるが、一方で、50 代の成人のキャリアに対する感じ方は、それとはまた

異なる観点からモデル化できる可能性がある。 

 今後、より本格的な分析を行うことによって検証する必要があるが、今回の予備的な分

析結果からは、段階モデルとサイクルモデルを重ね合わせたようなモデルが有力であろう

という仮説が立てられる。特に、従来、提出されてきたモデルの中では、図表２０の Hall

のキャリアモデルがもっとも近いと言えるのではないか。循環的なミニサイクルが幾重に

も重なるが、そのミニサイクルそのものは、より大きな周期をもつ波動を描くと言える。

この点については、今回の予備的分析から得られた有力な仮説として提示しておきたい点

である。 

 なお、本稿で予備的に分析したライフライン法の線が各人によって多様な波形を描く理

由については、Schein（1978）と Scheinのキャリアサイクルに関する研究を紹介する二

村（2009）が参考になる。二村（2009）は、図表２１に示した Scheinのグラフを引用し

つつ、人のライフキャリアは、①生物学的・社会的サイクル、②家族関係におけるサイク

ル、③仕事・キャリア形成におけるサイクルの３つのサイクルからなるという知見を紹介

している。図表２１では、Ａが生物社会的、Ｂが仕事・キャリア、Ｃが家族のサイクルと
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なっている。それぞれのサイクルが相殺しあえば、全体としてはニュートラルなところに

止まるが、重なり合えば、極端に高かったり、低かったりすることになる。こうして、い

くつかのサイクルが重なり合うために、前節で示したような多彩な波形のライフラインが

得られるものと思われる。 

 
図表２０ Hall のキャリアモデル（Hall，2002 p.119 の図を元に作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２１ Schein のキャリアモデル（二村，2009 で紹介されている図の一部） 

 

(2)成人キャリア発達の多様性について 

 前節での議論をさらに継続した場合、成人キャリア発達の多様性についての論点も派生

高

低

0 1 2 3 0 1 2 3 4 5 0 1 2 3 4 5

心
理
的
成
功

Ex 探索(Exploration)

Ｔ 試行(Trial)

Es 確立(Establishment)

Ex

Ex

Ex

T

T

T

Es

Es

Es

M

M

M



 

- 31 -

する。前節で述べた複数のサイクルの重み付けもまた、各人多様であり、必ずしも全体の

線の波形に均一に影響を及ぼすのではないであろう。また、サイクルは、Schein が提示

する生物学的社会的、仕事・キャリア、家族のみとは限らず、どの程度、どのサイクルを

重視するかも、各人によって多様である。子どもから若年のキャリアに比べて、本来、複

雑で多様性に富んでいるのが成人のキャリア発達の特徴であり、その大きな理由は幾重に

も様々なサイクルが互いに影響を及ぼしあっていることにある。結果的に、成人キャリア

発達は各人によって極めて多様であるという点が重要となる。 

 例えば、岡本(2002)は、中年期の危機の構造を図にまとめている（図表２２）。図は

４重の円からなっており、もっとも外周にあるのが「①職業における変化」、その内側に

「②家族における変化」、その内側に「③生物学（身体）的変化」、その内側に「④心理

的変化という構造」をなしている。 

 
図表２２ 岡本（2002）の中年期危機の構造（岡本，2002 p.155 より転記） 

 

 こうしたデータは、今回、50 代の調査対象者から収集された大規模データの回答から

も確認できる。予備的に分析を行った結果、仕事・家庭の両面で 10代～50代の各年代で

重大だったと振り返られる出来事は異なることが示された。図表２３は、「仕事」で重大

だったと回答されたものを各年代でまとめたもの、同様に、図表２４は「家庭」で重大だ
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ったと回答されたものを各年代でまとめたものである。 

 

図表２３ 「仕事」で重大だった出来事の各年代による違い 

 

 この簡単な分析結果からも、以下の３点を指摘できる。第一に、図表から「仕事」面で

は、10 代では「大学、大学院への進学」、20 代は「正社員として就職」、30 代は「昇

進・昇格」、40 代は「管理職になる」、50 代は「仕事内容の変更」が重大だと振り返ら

れていた。また「家庭」面では、10代では「郷里を離れる」、20代は「結婚」、30代は

「子どもの誕生」、40 代は「子どもの受験」、50 代は「子どもの就職」と振り返られて

いた。このように各年代で重大だった出来事はかなりはっきりと異なっており、前述した

段階モデルも、こうした点に着目したものと捉えられる。 

 第二に、岡本（2002）が述べるとおり、家族における変化と職業における変化は、や

はり相互に関連しあっていた。例えば、本稿で検討している成人層に特に着目すると、

40 代でもっとも重大だった出来事は「管理職になる」ことであるが、そのように回答し

た者の約 25.9%が家庭で重大だったことを「家・土地を購入」であったと回答してい

10代 20代
１　大学、大学院への進学 37.6% ６　正社員として就職 32.1% 
６　正社員として就職 24.1% 12　転職 9.1% 
３　学校卒業 15.8% ８　資格取得 8.7% 
４　求職・就職活動開始 4.1% ４　求職・就職活動開始 6.2% 
５　アルバイト・パート・派遣 3.4% 16　仕事内容の変更 4.7% 
８　資格取得 2.3% ３　学校卒業 4.0% 
９　資格取得の勉強開始 2.0% ９　資格取得の勉強開始 3.5% 
10　見習い・研修開始 1.9% 14　休職・仕事中断 2.9% 
７　家業をつぐ 1.2% 21　配属先の変更 2.1% 
31　その他 1.0% 29　退職（引退） 2.1% 

30代 40代
20　昇進・昇格 10.9% 23　管理職になる 11.7% 
12　転職 10.0% 20　昇進・昇格 10.9% 
16　仕事内容の変更 9.0% 16　仕事内容の変更 8.6% 
23　管理職になる 6.1% 12　転職 6.8% 
22　部下ができる 6.0% 21　配属先の変更 6.4% 
21　配属先の変更 5.4% 22　部下ができる 5.3% 
８　資格取得 5.4% ６　正社員として就職 5.2% 
13　再就職 4.9% 19　仕事上の大きな成功 4.4% 
19　仕事上の大きな成功 4.5% 13　再就職 4.0% 
24　転勤 4.3% 17　職場の対人関係でトラブル 3.8% 

50代
16　仕事内容の変更 9.4% 
23　管理職になる 8.4% 
21　配属先の変更 6.1% 
31　その他 6.0% 
30　定年退職 5.9% 
20　昇進・昇格 5.5% 
19　仕事上の大きな成功 4.4% 
６　正社員として就職 4.0% 
12　転職 4.0% 
22　部下ができる 4.0% 
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た。以下、23.4%が「子どもの受験」、8.8%が「親との決別」、5.0%が「子どもの入

学」と続いており、ここまでの回答で 40 代の約６割を占める。このようにキャリア上の

危機とは仕事の面で危機と同時に、家や土地の購入、子どもの受験・入学、親の死別など

が伴うことであると考えておくことができる。 

 

図表２４ 「家庭」で重大だった出来事の各年代による違い 

 

 第三に、図表２３および図表２４では、10代から 50代になるにつれて、上位を占める

回答のパーセンテージが低下することにも着目したい。例えば、図表２０で「仕事」の上

位を占める回答は 10 代から 50 代になるにつれて、37.6%→32.1%→10.9%→11.7%→

9.4%と低下している。一方、図表２１では「家庭」でも上位を占める回答は 10 代から

50 代になるにつれて、32.7%→48.0%→25.2%→18.1%→12.6%と変化しており、「仕

事」面ほど顕著ではないが、概して言えば、年代が高くなるにつれて低下している。つま

り、若いうちは人生おいて重大だった出来事にある程度の共通性がみられ、仕事であれば

大学に進学し、正社員として就職するということであり、家庭であればそれに伴って郷里

10代 20代
１　郷里を離れる 32.7% ４　結婚 48.0% 
２　親からの経済的自立 26.6% ２　親からの経済的自立 14.5% 
３　配偶者と出会う 6.9% ３　配偶者と出会う 11.8% 
22　親と同居 6.0% ６　子どもの誕生 6.4% 
31　その他 3.9% １　郷里を離れる 3.0% 
25　親との決別 2.2% 14　家・土地を購入 1.8% 
19　転居 2.0% 25　親との決別 1.8% 
24　親の入院 1.4% 21　郷里に帰る 1.3% 
27　自分の病気、けが 1.0% 19　転居 1.1% 
28　自分の入院 0.8% 27　自分の病気、けが 0.9% 

30代 40代
６　子どもの誕生 25.2% ９　子どもの受験 18.1% 
４　結婚 18.7% 14　家・土地を購入 14.0% 
７　子どもの入学 11.4% 25　親との決別 8.9% 
14　家・土地を購入 11.2% ７　子どもの入学 6.4% 
９　子どもの受験 4.0% 10　子どもの就職 6.1% 
３　配偶者と出会う 3.5% 17　ローン・借金返済 4.3% 
15　ローンを組む 3.1% ８　子どもの卒業 3.6% 
５　離婚 2.9% 15　ローンを組む 3.5% 
25　親との決別 2.6% 19　転居 3.3% 
19　転居 2.1% ６　子どもの誕生 3.1% 

50代
10　子どもの就職 12.6% 
25　親との決別 10.7% 
９　子どもの受験 8.9% 
17　ローン・借金返済 6.9% 
11　子どもの結婚 6.8% 
13　孫の誕生 5.7% 
12　子どもが家を出る 4.8% 
27　自分の病気、けが 4.1% 
23　親の病気・けが 3.9% 
20　改築・リフォーム 3.2% 
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を離れて結婚するということである。若年層においては、こうしたキャリア上の課題は比

較的単純であり、画一的である。一方、40代から 50代になるにつれて、仕事においても

家庭においてもキャリア上の課題は各人で異なっていき、分化していくものと考えられよ

う。 

 以上、成人のキャリア発達の多様性は、各年代でキャリア上の課題が仕事面、家庭面の

両面であるが、それは相互に深く絡み合っており、その相互作用が年代を追って複雑さを

増していくところから生じるものと考えておくことができるであろう。 

 本稿冒頭で取り上げた「生涯キャリア支援報告書」では世代別のキャリア形成の状況と

課題も示されている。このなかで中年期の課題を、長期化する職業キャリアの途中の大き

な節目の時期と位置づけ、その特徴を４点にまとめている。「①40 歳前後で管理職・リ

ーダーに昇進する時期であり、この時期、仕事における負荷が重くなり、キャリア上の葛

藤を生む時期である。②一定の知識や技術を持ち、仕事をこなせる反面、明確な能力開発

上の目標設定がしにくく、能力の停滞が生じる。」「③子どもの教育や親の介護など、家

庭責任が重くなる一方で、体力、能力、寿命などの面で限界感が生じる。」「④出世や賃

金などの面での客観的なキャリアを重視する価値観から、自分が本当に価値を感じ、能力

を発揮できるものへの主観的なこだわりへの転換、およびそれが実現できないことによる

キャリア上の葛藤が生じる。」 

 これら４点に対する対応を誤った場合には「諦めや思考停止」「会社への過度の依存」

が生じるという指摘も行っているが、こうした指摘が日本においてもみられるということ

は、現在、生涯キャリア支援を取り上げるにあたっても、成人のキャリア発達の多様性を

ふまえた上で、仕事面・家庭面の両面から考えていかなければならないことが示されてい

ると言えるであろう。 

 

（３）成人キャリアの危機について 

 今回の予備的な分析では、成人層のキャリア危機に関しても特徴的な知見が得られる可

能性が示された。従来の一部の理論では、成人層のキャリア上の危機を 40 代中盤頃とす

ることが多かった。しかし、本人のキャリアの受け止め方は、必ずしも 40 代の中盤頃に

危機が位置づけられる訳ではないという可能性が示された。例えば、上述したとおり、回

答者は自らのキャリアを表現するにあたって様々な形状の線を描いていたが、線がマイナ

ス領域に大きくふれるいわゆる「谷」状の部分は、回答者によって様々に描かれていた。 

 この点に関して、調査では、過去の職業生活で最も危機だった出来事を自由記述で回答

するように求めている。その結果、図表２５に示したとおり、40 代が 26.4％と最も割合

が多くなっているものの、20 代 17.0％、30 代 18.9％、50 代 13.2％と、他の年代でも一

定以上の割合で危機が報告されていた。こうした点から、必ずしも 40 代だけに危機が集

中する訳ではなく、20 代～50 代までの各年代で様々な形で危機が現れることが示され
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た。 

 本稿の冒頭で取り上げた「生涯キャリア支援と企業のあり方に関する研究会報告書」で

は「中年期におけるキャリアの再生」のための具体的な指針が示されていた。具体的には

以下の３点である。「(1)組織の期待と自分の志向との摺り合わせをすること。特に、組

織が求めていることと自身の思い込みにギャップが生じる場合があり、今後のキャリア選

択の可能性についてよく見えていないところを組織側と摺り合わせる必要がある。(2)生

活に必要な最低限の収入の見極めが重要である。(3)強みと弱みを活かす戦略の策定。40

歳前後では自身の強みと弱みを認識しつつも、「弱み」は直りにくいという段階になり、

戦略的には、「強み」を活かすことに特化し、自分のキャリア展開を図ることが考えられ

る」。これら、上記３点を指摘した上で、「中年期は、生涯キャリアの大きな転機の時期

であり、ここで動機づけに失敗すると、一種の諦め、思考停止が起こりかねず、いかにこ

の時期を乗り切って、キャリアの再生を図るかについて、企業内外の集中的なキャリア支

援が必要になろう」と述べている。 

 こうしたいわゆる中年期にキャリアの危機は、ただし、必ずしも特定の年代のみに生じ

る訳ではなく、30代～50代の幅広い年代で経験する可能性があることがわかる。 

 

 

図表２５ 過去の職業生活で最も危機だった出来事が生じた年代 

 

 また、こうしたキャリア危機に関する知見からは、若年者のみに偏りがちであるキャリ

アガイダンスサービスを、より中高年層にも拡大し、全年齢層にとって活用しやすいアク

セスを確保すべきであるという示唆も得られるものと思われる。そして、そうした方向性

こそが生涯キャリアガイダンスの今後のあり方の１つとして重視されていくことにもなろ

うかと思われる。今後、より詳細な分析を行って知見を精緻化していきたい。 

 

20代

30代

40代

50代

無かった

無回答
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Ⅳ． 今後の課題および示唆 
 

１．生涯キャリア支援と成人キャリア発達理論について 

 本研究では、生涯キャリア支援を考える上で、中高年層を中心とした成人層のキャリア

発達理論の先行研究について、簡単な文献レビューという形で整理を行った。先行研究を

生涯発達心理学、組織内キャリアに関する心理学、キャリア心理学（キャリアガイダンス

理論）に整理し、共通する論点を取り出して検討を行った結果、成人キャリア発達につい

て考える際の軸として、①段階モデル－サイクルモデル、②成人キャリアの危機と多様

性、③主観的キャリアと客観的キャリアの３つがあることを示した。 

 成人キャリア発達に関しては、有名なグランドセオリーがいくつかあり、よく知られた

有名なモデルが図として広く知られている。そうしたグランドセオリーおよびモデルが一

定の普遍性をもったキャリアを考える際の定説とも言える理論枠組みを提供することは当

然であるが、一方で、そうした従来の理論・モデルのどの面に修正が必要で、どの点を詳

細に掘り下げて検討していくべきなのかも含めて、継続的な検討というものが必要である

と思われる。特に、本稿冒頭で述べたとおり、時代変化の激しい現状において、従来の理

論・モデルがどのように現在の成人キャリアの課題をうまく説明し、またうまく説明でき

ないのかの仕分けを正しく行うために、繰り返し、実証的な研究を行っていくことが必要

となる。 

 今回は予備的な分析に止まったが、また別稿で詳細な分析結果を報告したい。 

 

２．ライフライン法に関する結果から得られる示唆 

 50 代の回答者に自らの過去を線によって描くように教示したライフライン法の回答結

果から、ライフラインによって測定されたキャリアの描像は、段階モデルとサイクルモデ

ルを複雑に混ぜ合わせたような形状であることが示された。特に、各人のライフラインの

形状は千差万別であり、単純に段階モデル、サイクルモデルと分けて言い切れるようなも

のではなかった。少なくとも、ライフライン法で測定された本人のキャリア意識のレベル

では、中高年層のキャリアに対する思いは極めて複雑であることが示された。 

 ただし、そうした複雑さはありながら、全般的には、現在の線の位置は現在の生活全般

に対する満足度、仕事に対する満足度、転職希望、引退後の見通しと密接に関連している

可能性がうかがえた。また、ライフライン法は、収入、最終学歴、転職・失業経験などと

も関連する可能性がうかがえた。 

 こうした結果からは、今回、実施したライフライン法は回答者の現在および過去のキャ

リア意識を鋭く反映するものであることがうかがえる。今後、検討を重ねることにより、

回答者のキャリア意識の測定に使用可能である見込みが得られる。特に、ライフライン法

は、カードソート技法と並んで、回答者のキャリア意識を一般的なテストとは異なる形で
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引き出すことが容易な質的アセスメント技法としても知られており（Kidd,2006）、今

後、さらに検討を行うことによって、中高年層を対象とした簡便なキャリア・コンサルテ

ィング技法として発展させうる可能性がうかがえた。 

 特に、従来の成人キャリア発達理論では、主観的キャリア－客観的キャリアの関連をよ

り詳しく議論することに対する関心が高まっているが、その際、客観的キャリアはともか

く主観的キャリアをいかに測定するかは、キャリア研究における方法論上の大きな課題で

あると思われる。本人が自らのキャリアに込める思いを、単なる質問項目ではなく、少し

変わった課題で測定することによって、中高年層のキャリアの複雑さ・多様性を多面的に

捉えることが可能になると思われる。今後も継続して検討を行っていきたい。 

 

３．成人に対するキャリアガイダンスの重要性・必要性について 

 従来、キャリアガイダンスは、学校から職業への移行に特に焦点を当てることが多かっ

た。しかし、今回の予備的な分析から、キャリア上の危機は 20～40 代の全年齢層にわた

って回想されており、若年層のみならず、40 代を中心とした中高年層に対するキャリア

ガイダンスの必要性を改めて示唆することができそうであった。 

 また、ライフラインの分析結果からは、キャリア上の危機として挙げられた出来事は、

各人によって、かなり異なる可能性も示された。諸外国では、成人に対するキャリアガイ

ダンスでは若年層に比べて多様性によりいっそう配慮する必要があることが指摘されてい

る（Bartlett, Rees, & Watts,2000；Niles, Herr & Hartung,2002）。ライフラインの複雑さ

とは、結局のところ、成人層を対象としたキャリアガイダンスにもそうした複雑さに対応

することが求められるということを意味しよう。こうした複雑なキャリアガイダンスニー

ズに対しては、基本的にはキャリア・コンサルティングなどを主体とした個別支援の重み

が大きくなる。ライフライン法をキャリアガイダンスツールの１つとして、いかに成人を

対象層とした場合でも意義のある形で効果的に活用できるのかを検討することも含めて、

今後は、成人に対するキャリア・コンサルティング等の個別支援を側面から支えるツール

の開発などが求められよう。 

 ただし、上述したとおり、複雑ななかにもある程度の一般的なパターンは見いだせそう

な見込みもたった。そうした各人の複雑なキャリアパターンの中から、慎重に、いくつか

のパターンを抽出していくことによって、現在ある生涯キャリア支援に対しして、様々な

支援の可能性を提示できる可能性がある。引き続きキャリア詳細な分析を行うことによっ

て、成人キャリア発達および成人キャリアガイダンスの今後のあり方に向けた検討を行っ

ていきたい。 
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